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連結持分変動計算書

2025年４月１日から

2026年３月31日まで

（百万円未満四捨五入）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

百万円 百万円 百万円 百万円

2025年４月１日残高 147,873 120,562 1,170,508 △57,240

当期利益 － － 79,521 －

その他の包括利益 － － － －

当期包括利益 － － 79,521 －

新株予約権の行使 － △854 － 855

株式報酬取引 － 99 － 271

自己株式の取得 － △61 － △111,636

自己株式の消却 － △115,265 － 115,265

配当金 － － △29,128 －

支配継続子会社に対する
持分変動

－ △343 － －

利益剰余金から
資本剰余金への振替

－ 115,390 △115,390 －

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

－ － 56,360 －

その他 － 0 － 0

所有者との取引額等合計 － △1,034 △88,158 4,755

2026年３月31日残高 147,873 119,528 1,161,871 △52,485

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計

その他の資本の構成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

その他の
包括利益
を通じて
公正価値
で測定す
る資本性
金融資産

キ ャ ッ
シ ュ ・
フロー・
ヘ ッ ジ

ヘッジ
コスト

在外営業
活動体の
換算差額

確定給付
制度の
再測定

その他の
資本の
構成要素
合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2025年４月１日残高 59,200 119 78 267,884 － 327,281 1,708,984 111,588 1,820,572

当期利益 － － － － － － 79,521 9,915 89,436

その他の包括利益 27,592 1,916 △85 83,276 40,089 152,788 152,788 7,132 159,920

当期包括利益 27,592 1,916 △85 83,276 40,089 152,788 232,309 17,047 249,356

新株予約権の行使 － － － － － － 1 － 1

株式報酬取引 － － － － － － 370 － 370

自己株式の取得 － － － － － －△111,697 －△111,697

自己株式の消却 － － － － － － － － －

配当金 － － － － － － △29,128 △5,637 △34,765

支配継続子会社に対する
持分変動

－ － － － － － △343 346 3

利益剰余金から
資本剰余金への振替

－ － － － － － － － －

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

△16,271 － － － △40,089 △56,360 － － －

その他 － △438 － － － △438 △438 4,434 3,996

所有者との取引額等合計 △16,271 △438 － － △40,089 △56,798 △141,235 △857 △142,092

2026年３月31日残高 70,521 1,597 △7 351,160 － 423,271 1,800,058 127,778 1,927,836
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結計算書類の作成基準
当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以

下「IFRS」という。）に準拠して作成しております。なお、同項後段の規定により、IFRSで求めら
れる開示項目の一部を省略しております。

２．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 200社
（2）主要な連結子会社の名称

「事業報告 １. 企業集団の現況に関する事項（4）重要な子会社の状況」に記載のとおりです。
（3）連結子会社の増減

増加 ７社(設立等による増加)
減少 １社(解散による減少)

３．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用会社の数 81社
（2）主要な持分法適用会社の名称

ダウ・東レ株式会社
（3）持分法適用会社の増減

増加 ３社（設立等による増加）
減少 10社（株式の売却等による減少）

４．会計方針に関する事項
（1）金融資産

① 償却原価で測定する金融資産
当社グループの主要な金融資産は、資本性金融資産やデリバティブを除き、契約上のキャッ

シュ・フローを回収するために保有され、かつ元本及び利息の支払のみが所定の日に生じるも
のであるため、償却原価で測定する金融資産に分類しております。当該金融資産は、取引価格
等で当初測定し、実効金利法による償却原価で事後測定しております。

② その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産
取引先との取引関係強化、事業拡大等を目的として保有する株式などの資本性金融資産は、

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産と指定し、当該指定を継続的に適用し
ております。当該金融資産は取引日に、公正価値に取引コストを加算した金額で当初測定し、
当初認識後の公正価値の変動額はその他の包括利益として認識しております。変動額の累積額
はその他の資本の構成要素に含めており、売却時に利益剰余金に振り替えております。当該金
融資産からの配当金は純損益として認識し、金融収益に含めております。

③ 金融資産の減損
償却原価で測定する金融資産等の損失評価引当金は、信用リスクが当初認識以降に著しく増

大していない場合には12か月の予想信用損失と同額で測定し、信用リスクが当初認識以降に著
しく増大している場合には全期間の予想信用損失と同額で測定しております。ただし、重大な
金融要素を含んでいない営業債権等の損失評価引当金は、常に全期間の予想信用損失と同額で
測定しております。信用リスクの著しい増加の有無は、主に支払の遅延状況や信用格付け等の
情報に基づき判断しております。また、主に支払の大幅な遅延や債務者の重大な財政的困難が
生じた場合に、信用減損していると判断しております。

④ ヘッジ会計及びデリバティブ
当社グループは、為替リスク及び金利リスクをヘッジするために、為替予約及び通貨スワッ

プなどのデリバティブ取引を行っております。ヘッジ会計の適格要件を満たすヘッジ関係は、
これらのデリバティブをヘッジ手段とするキャッシュ・フロー・ヘッジとして会計処理してお
り、ヘッジ手段に係る利得又は損失のうち有効なヘッジと判断される部分をその他の包括利益
として認識しております。当該有効部分はその他の資本の構成要素に累積し、ヘッジ対象が純
損益に影響を与えるのと同じ期間に組替調整額として純損益に振り替えております。ただし、
予定取引のヘッジがその後において非金融資産又は非金融負債の認識を生じさせるものである
場合には、当該資産又は負債の当初の帳簿価額の修正として処理しております。
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（2）棚卸資産
棚卸資産は、原価と正味実現可能価額とのいずれか低い額で測定しております。原価は、主と

して移動平均法に基づき算定しております。正味実現可能価額は、通常の事業の過程における見
積売価から、完成までに要する原価の見積額及び販売に要する費用の見積額を控除して算定して
おります。

（3）有形固定資産
有形固定資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計

額を控除した価額で表示しております。
土地及び建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、主とし

て定額法で計上しております。主要な有形固定資産の見積耐用年数は、以下のとおりです。
・建物及び構築物 ３～60年
・機械装置及び運搬具 ２～20年

（4）リース
当社グループが借手であるリースについては、リース開始日において使用権資産及びリース負

債を認識しております。使用権資産は、リース負債の当初測定額に前払リース料等を加えた額で
当初測定し、主としてリース期間で減価償却しております。リース負債は、リース料総額の未決
済分を、主として追加借入利子率で割り引いた現在価値で当初測定しております。なお、短期リ
ース及び少額資産のリースに関連したリース料は、リース期間にわたり主として定額法により費
用として認識しております。

（5）のれん及び無形資産
のれんは償却を行わず、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で表示しております。
無形資産は、主として企業結合により取得した無形資産及び個別に取得したソフトウエアから

なっています。測定には原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控
除した価額で表示しております。

耐用年数を確定できる無形資産の償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり定額法で計上し
ております。主要な無形資産の見積耐用年数は、以下のとおりです。
・顧客関連資産 ９～21年
・技術関連資産 24年
・ソフトウエア 主として５年

（6）引当金
引当金は、過去の事象の結果として現在の法的又は推定的義務を当社グループが有しており、

当該義務を決済するために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高く、当該義務
の金額について信頼性のある見積りが可能である場合に認識しております。引当金として認識し
た金額は、報告期間の末日における現在の義務を決済するために必要となる支出の最善の見積り
額です。

（7）非金融資産の減損
有形固定資産、無形資産及びのれん等の非金融資産が減損している可能性を示す兆候が報告期

間の末日に存在する場合は、回収可能価額の見積りを行っております。加えて、のれんを配分し
た資金生成単位又は資金生成単位グループについては、減損の兆候の有無に関わらず、毎年、減
損テストを実施しております。

回収可能価額は、処分コスト控除後の公正価値又は使用価値のいずれか高い方の金額としてお
り、個々の資産について見積ることができない場合は、その資産の属する資金生成単位ごとに回
収可能価額を見積っております。資金生成単位は、原則として管理会計上の区分を基礎として識
別しております。

使用価値は、資産の継続的使用及び最終的な処分から発生する将来キャッシュ・フローの割引
現在価値として算定しております。割引率は、貨幣の時間価値及び対象資産に固有のリスクにつ
いて現在の市場の評価を反映した税引前の割引率としております。
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資産又は資金生成単位（単位グループ）の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、減損損
失を認識しております。減損損失は純損益として認識し、その他の費用に含めております。資金
生成単位（単位グループ）について認識した減損損失は、まず当該単位（単位グループ）に配分
したのれんの帳簿価額を減額するように配分し、次に各資産の帳簿価額に基づいた比例按分によ
り他の資産に配分しております。

のれん以外の資産については、過年度に認識した減損損失の減少又は消滅の可能性を示す兆候
が存在する場合は回収可能価額の見積りを行い、回収可能価額が帳簿価額を上回る場合に減損損
失の戻入れを行っております。

（8）退職後給付
当社グループは、従業員の退職給付制度として確定拠出制度及び確定給付制度を設けておりま

す。
確定拠出制度に係る掛金は、従業員が勤務を提供した時点で費用として認識しております。
確定給付制度債務の現在価値及び当期勤務費用並びに過去勤務費用は、予測単位積増方式を用

いて算定しております。割引率は、優良社債の市場利回りを参照して決定しております。
確定給付負債（資産）は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除した純

額で認識しております。
確定給付制度債務に係る数理計算上の差異や制度資産に係る公正価値変動等は、発生した期間

に確定給付制度の再測定としてその他の包括利益に認識し、直ちに利益剰余金へ振り替えており
ます。

（9）収益認識
当社グループは、繊維、機能化成品、炭素繊維複合材料、環境・エンジニアリング、ライフサ

イエンス等の事業を展開しております。これらの製品の販売については通常、製品の引渡時点に
おいて顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、
主として当該製品の引渡時点で収益を認識しております。また、環境・エンジニアリング事業の
一部の子会社における工事契約等は、製品又は役務に対する支配が一定期間にわたり移転するた
め、履行義務の進捗に応じて一定期間にわたり収益を認識しております。進捗度は、原価の発生
が履行義務の進捗に比例すると判断していることから、見積原価総額に対する実際原価の割合で
測定しております。

収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品などを控除し
た金額で測定しております。また、対価は通常、履行義務の充足から概ね１年以内に回収してお
り、重要な金融要素は含んでおりません。

（10）外貨換算
① 外貨建取引

外貨建取引は、取引日の為替レート又はそれに近似するレートにより機能通貨に換算してお
ります。期末日における外貨建の貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に換
算しております。

換算及び決済により生じる換算差額は純損益として認識し、金融収益及び金融費用に含めて
おります。ただし、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産及びキャッ
シュ・フロー・ヘッジから生じる換算差額は、その他の包括利益として認識しております。

② 在外営業活動体
在外営業活動体の資産及び負債は期末日の為替レートを用いて日本円に換算しております。

また、収益及び費用は為替レートが著しく変動している場合を除き、期中平均レートを用いて
日本円に換算しております。在外営業活動体の財務諸表の換算により生じる換算差額は、その
他の包括利益として認識しております。当該換算差額はその他の資本の構成要素に累積し、関
連する在外営業活動体の処分時に純損益に振り替えております。

会計上の見積りに関する注記

１．非金融資産の減損
有形固定資産（1,175,896百万円）、無形資産（105,544百万円）及びのれん（100,809百万円）等

の非金融資産が減損している可能性を示す兆候が報告期間の末日に存在する場合は、回収可能価額
の見積りを行っております。加えて、のれんを配分した資金生成単位又は資金生成単位グループに
ついては、減損の兆候の有無に関わらず、毎年、減損テストを実施しております。
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回収可能価額の算定にあたっては、将来キャッシュ・フローや割引率等について一定の仮定を設
定しております。これらの仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、将来
の経済条件や事業計画等の変化によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、
連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
繰延税金資産（25,340百万円）は、将来減算一時差異等を利用できる課税所得が生じる可能性が

高い範囲内で認識しており、毎期回収可能性の見直しを行っております。回収可能性の判断におい
ては、事業計画に基づき課税所得の発生時期及び金額を見積っております。これらの仮定は、経営
者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、将来の経済条件の変化等によって影響を受け
る可能性があり、見直しが必要となった場合、連結計算書類に重要な影響を与える可能性がありま
す。

３．確定給付制度債務の測定
確定給付負債（資産）は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除した純額

で認識しております（退職給付に係る資産114,474百万円及び負債75,839百万円）。確定給付制度債
務は、数理計算上の仮定に基づいて算定しており、数理計算上の仮定には、割引率、退職率、死亡
率、昇給率等の見積りが含まれております。これらの数理計算上の仮定は、将来の経済環境あるい
は社会情勢の変動等によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、連結計算書
類に重要な影響を与える可能性があります。

連結財政状態計算書に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務
担保に供している資産

有形固定資産 10百万円
その他の金融資産 3,201百万円

担保に係る債務
営業債務及びその他の債務 4,902百万円
社債及び借入金 100百万円

２．資産から直接控除した損失評価引当金
営業債権及びその他の債権 2,011百万円
その他の金融資産 3,831百万円

３．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 2,917,619百万円

４．保証債務
住宅購入顧客ほかの銀行借入等に係るもの 739百万円

連結損益計算書に関する注記

１．減損損失
当連結会計年度において、韓国子会社のバッテリーセパレータフィルム事業でEV市場の低迷等に

より車載用途を中心に収益性が悪化したことに伴い、有形固定資産等に係る減損損失25,072百万円
を認識し、連結損益計算書の「その他の費用」に計上しております。

連結持分変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の総数
普通株式 1,504,481千株
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２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会 普通株式 14,081 9.00 2025年３月31日 2025年６月27日

2025年11月14日
取締役会 普通株式 15,047 10.00 2025年９月30日 2025年12月２日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2026年６月24日開催の定時株主総会の議案として、以下のとおり提案しております。

決議予定 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2026年６月24日
定時株主総会 普通株式 14,570 10.00 2026年３月31日 2026年６月25日

３．当連結会計年度末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）
の目的となる株式の種類及び数
普通株式 2,250千株

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
当社グループは金融商品から生じる信用リスク、流動性リスク及び市場リスクに対応するために

以下の方針に基づいてリスク管理を行っております。

（1）信用リスクの管理
当社グループの営業債権は顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクを低減するため

に、当社は社内規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の
信用状況を定期的に把握する体制としております。子会社においても、取引先ごとの信用状況を
把握・管理する体制としております。

（2）流動性リスクの管理
当社グループは銀行借入や社債発行による資金調達を行っておりますが、事業環境や資金調達

環境の悪化により、債務の履行が困難になるリスクに晒されております。当該リスクを低減する
ために、当社グループは資金需要の見通しや金融市場の動向などを総合的に勘案した上で最適な
タイミング・規模・手段を判断して資金調達を実施しているほか、キャッシュ・マネジメント・
システムによるグループ内余剰資金の有効活用等に取り組んでおります。また、キャッシュ・フ
ローの計画と実績をモニタリングすることにより、流動性リスクを管理しております。あわせ
て、業績やキャッシュ・フローの悪化などにより緊急に資金が必要となる場合や金融市場の混乱
に備え、国内外の金融機関とコミットメントライン契約や当座貸越契約等を締結し、資金流動性
を確保しております。

（3）市場リスクの管理
当社グループは、市場価格の変動により金融商品の公正価値や将来キャッシュ・フローが変動

するリスクに晒されております。当社グループが晒されている主要な市場リスクには為替リス
ク、金利リスク及び株価変動リスクがあり、これらのリスクを低減するために必要に応じて先物
為替予約・金利スワップ等のデリバティブ取引を行っております。デリバティブ取引の執行・管
理は取引権限を定めた社内規程に従って行っているほか、デリバティブ取引に係る信用リスクを
軽減するために、信用格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。また、デリバティブの
利用は市場リスクをヘッジするための取引に限定しており、投機目的では利用しておりません。
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① 為替リスク
当社グループはグローバルに事業を展開しており、それにより生じている外貨建ての営業債

権及び債務は、外国為替レートの変動リスクに晒されております。当社グループは主として外
貨建ての債権及び債務をネットした純額ポジションに対して先物為替予約を利用しヘッジして
おります。同様に為替の変動リスクに晒されている外貨建ての借入金については、主として通
貨スワップを利用しヘッジしております。

② 金利リスク
当社グループの有利子負債は市場金利の変動リスク（市場金利の上昇又は低下リスク）に晒

されており、変動金利による有利子負債は、市場金利上昇時に支払利息が増加するリスクがあ
り、また、固定金利による有利子負債は、市場金利低下時に実質支払利息が増加するリスクが
あります。これらの金利リスクを低減するため、固定金利と変動金利のバランスを考慮しつ
つ、必要に応じて金利スワップをヘッジ手段として利用しております。

③ 株価変動リスク
当社グループの保有する株式は、主に取引関係の強化、業務提携の円滑化及び共同での研

究・技術開発の強化等の目的で保有する株式であり、売買目的で保有するものはありません。
これらの株式は株価変動のリスクに晒されておりますが、定期的に発行体の財務状況等を把握
しているほか、取引関係の変化等から保有意義の薄れた株式は売却しております。

２．金融商品の公正価値等及び金融商品の公正価値のレベルごとの内訳等に関する事項
（1）金融商品の公正価値ヒエラルキー

金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを次のように分類しておりま
す。

レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値
レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値
レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算出された公

正価値
公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化の日に認識

しております。なお、当連結会計年度において、レベル１とレベル２の間の振替はありません。

（2）償却原価で測定する金融商品の公正価値
償却原価で測定する金融商品の公正価値と帳簿価額の比較は、以下のとおりです。なお、帳簿

価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品及び重要性の乏しい金融商品は、次の表
に含めておりません。

帳簿価額
（百万円）

公正価値
（百万円）

金融負債

社債及び借入金

社債 149,772 141,181

長期借入金 421,585 398,714

上記の金融商品の公正価値はレベル２に分類しております。償却原価で測定する主な金融商品
の公正価値の算定方法は、以下のとおりです。
① 現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権

これらは短期間で決済されるものであるため、公正価値は帳簿価額と合理的に近似しており
ます。

② 営業債務及びその他の債務、短期借入金、コマーシャル・ペーパー
これらは短期間で決済されるものであるため、公正価値は帳簿価額と合理的に近似しており

ます。
③ 社債

市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金の合計額を当該社
債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベ
ル２に分類しております。

④ 長期借入金
元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しており、レベル２に分類しております。

― 7 ―

2026年05月19日 19時35分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



（3）公正価値で測定する金融商品
公正価値ヒエラルキーのレベルごとに分類した、経常的に公正価値で測定する金融資産及び金

融負債の内訳は、以下のとおりです。

レベル１
（百万円）

レベル２
（百万円）

レベル３
（百万円）

合計
（百万円）

金融資産

その他の金融資産

株式及び出資金 120,050 － 20,205 140,255

デリバティブ資産 － 8,258 － 8,258

その他 － － 157 157

合計 120,050 8,258 20,362 148,670

金融負債

その他の金融負債

デリバティブ負債 － 2,595 － 2,595

合計 － 2,595 － 2,595

公正価値で測定する主な金融商品の公正価値の算定方法は、以下のとおりです。
① 株式及び出資金

活発な市場のある株式の公正価値は、市場価格を使用して測定しており、レベル１に分類し
ております。活発な市場における市場価格が入手できない株式及び出資金の公正価値は、類似
会社比較法などの適切な評価技法を使用して測定しており、レベル３に分類しております。な
お、必要に応じて一定の非流動性ディスカウント等を加味しております。

② デリバティブ資産及びデリバティブ負債
為替予約については先物為替相場や金融機関から提示された価格、通貨スワップ及び金利ス

ワップについては金融機関から提示された価格に基づいて算定しており、レベル２に分類して
おります。

公正価値ヒエラルキーレベル３に区分した経常的な公正価値測定について、期首残高から期末
残高への調整表は、以下のとおりです。

金額
（百万円）

期首残高 19,427

その他の包括利益として認識した利得又は損失 587

購入 937

売却 △ 712

その他 123

期末残高 20,362

レベル３に区分した金融商品については適切な権限者に承認された公正価値測定の評価方針及
び手続に従い、担当部署が対象金融商品の評価方法を決定し、公正価値を測定しております。公
正価値の測定結果については適切な責任者が承認しております。
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収益認識に関する注記

１．収益の分解
売上収益の分解は、以下のとおりです。なお、地域別の分解は当社グループ会社の所在地に基づ

いております。

繊維事業 機能化成品
事業

炭素繊維複
合材料事業

環境・エン
ジニアリン
グ事業

ライフサイ
エンス事業 その他 合計

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

日本 571,265 461,909 61,343 203,738 42,904 19,421 1,360,580

アジア 404,243 299,852 18,735 26,793 5,680 722 756,025

欧米ほか 75,594 132,662 219,993 36,367 3,840 16 468,472

合計 1,051,102 894,423 300,071 266,898 52,424 20,159 2,585,077

２．契約残高
顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は、以下のとおりです。

顧客との契約から
生じた債権 契約資産 契約負債

（百万円） （百万円） （百万円）

期首残高 564,687 29,022 24,812

期末残高 594,551 34,443 29,367

契約資産は主に環境・エンジニアリング事業の一部の子会社の工事契約において、報告期間の末
日時点で一部又は全部の履行義務を充足しているものの、まだ請求していない対価に対する当社グ
ループの権利です。これらの契約資産は工事の進捗に応じて計上し、工事の完成等に伴い請求が発
生した時点で債権に振り替えております。契約負債は主に顧客からの前受金であり、契約に基づく
履行義務を充足した時点で収益へ振り替えております。

なお、当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債残高に含まれていた金額は
21,966百万円です。

３．残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格及び収益の認識が見込まれる時期は、以下のとおりです。な

お、実務上の便法を使用し、当初の予想契約期間が１年以内の取引を含めておりません。
１年以内 77,937百万円
１年超 97,388百万円

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり親会社所有者帰属持分 1,236.45円
２．基本的１株当たり当期利益 52.96円
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株主資本等変動計算書

2025年４月１日から

2026年３月31日まで

（百万円未満四捨五入）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

圧縮記帳
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当期首残高 147,873 136,727 52 24,234 11,707 112,000 397,374 △56,663 773,304

当期変動額

剰余金の配当 △29,128 △29,128

圧縮記帳積立金の取崩 △398 398 ―

当期純利益 118,101 118,101

自己株式の取得 △111,636 △111,636

自己株式の処分 △177 1,126 949

自己株式の消却 △115,265 115,265 ―

利益剰余金から
資本剰余金への振替

115,390 △115,390 ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― △52 ― △398 ― △26,020 4,756 △21,714

当期末残高 147,873 136,727 ― 24,234 11,309 112,000 371,354 △51,908 751,590

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価･換算差額等

合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当期首残高 46,612 17 46,630 2,029 821,963

当期変動額

剰余金の配当 △29,128

圧縮記帳積立金の取崩 ―

当期純利益 118,101

自己株式の取得 △111,636

自己株式の処分 949

自己株式の消却 ―

利益剰余金から
資本剰余金への振替

―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

8,043 3 8,046 △578 7,468

当期変動額合計 8,043 3 8,046 △578 △14,247

当期末残高 54,656 20 54,676 1,451 807,717
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの：時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

市 場 価 格 の な い 株 式 等：移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

３．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産：定額法
無形固定資産：定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

４．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金：売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金：従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当期
に帰属する額を計上しております。

役 員 賞 与 引 当 金：役員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当期に
帰属する額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金：従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、過去勤務費用
は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８
年）による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異
は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期
から費用処理しております。

債務保証損 失 引 当 金：債務保証等に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案
し、損失負担見込額を計上しております。

関係会社事業損失引当金：関係会社の事業損失に備えるため、当該会社の財政状態及び経営成
績等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

製 品 保 証 引 当 金：過去に製造・販売した製品の交換、補修等に係る費用に備えるた
め、今後必要と見込まれる金額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準
当社は、繊維、機能化成品、炭素繊維複合材料、環境・エンジニアリング、ライフサイエンス

事業を展開しております。これらの製品の販売については通常、製品の引渡時点において顧客が
当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、主として当該
製品の引渡時点で収益を認識しております。

収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品などを控除し
た金額で測定しております。また、対価は通常、履行義務の充足から概ね１年以内に回収してお
り、重要な金融要素は含んでおりません。

６．ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件

を満たしている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合
には特例処理を採用しております。
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７．退職給付に係る会計処理方法
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

表示方法の変更に関する注記

貸借対照表関係
前期において、「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」、及び「流動負債」の

「支払手形」に含めていた「電子記録債務」は、表示の明瞭性の観点から、当期より独立掲記してお
ります。

会計上の見積りに関する注記

１．固定資産の減損
有形固定資産（250,369百万円）、無形固定資産（15,866百万円）の固定資産が減損している可

能性を示す兆候が報告期間の末日に存在する場合、割引前将来キャッシュ・フローにより減損損
失の認識の要否を判定し、減損損失の認識が必要となった場合には、割引後将来キャッシュ・フ
ローにより当該資産の回収可能価額の見積りを行っております。

回収可能価額の算定にあたっては、将来キャッシュ・フロー及びその見積り期間、割引率等に
ついて一定の仮定を設定しております。これらの仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決
定しておりますが、将来の経済条件や事業計画等の変化によって影響を受ける可能性があり、見
直しが必要となった場合、計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
繰延税金資産（繰延税金負債との相殺前 58,152百万円）は、将来減算一時差異等を利用でき

る課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識しており、毎期回収可能性の見直しを行っており
ます。回収可能性の判断においては、事業計画に基づき課税所得の発生時期及び金額を見積って
おります。これらの仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、将来の経
済条件の変化等によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、計算書類に重
要な影響を与える可能性があります。

３．前払年金費用及び退職給付引当金の測定
前払年金費用（34,659百万円）及び退職給付引当金（57,764百万円）は、退職給付債務から年

金資産を控除した純額で認識しております。退職給付債務及び年金資産は、数理計算上の仮定に
基づいて算定しており、数理計算上の仮定には、割引率、退職率、死亡率、昇給率、期待運用収
益率等の見積りが含まれております。これらの仮定は、将来の経済環境あるいは社会情勢の変動
等によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、計算書類に重要な影響を与
える可能性があります。

４．関係会社株式の評価
当社の子会社であるToray Advanced Composites Holding B.V.の株式（118,322百万円）の評

価に際し、超過収益力を実質価額の評価に反映しております。超過収益力に影響を与える関係会
社の事業計画は経営者の最善の見積りと判断に基づいておりますが、将来の経済条件等により超
過収益力が減少し実質価額が著しく低下した場合は、計算書類に重要な影響を与える可能性があ
ります。

会計上の見積りの変更に関する注記

退職給付に係る会計処理において、数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理年数は、従来、
９年としておりましたが、従業員の平均残存勤務期間が短縮したため、当期より８年に変更しており
ます。
これにより、当期の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は1,366百万円増加しております。
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貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産
投資その他の資産のその他 120百万円

２．有形固定資産減価償却累計額 1,153,549百万円

３．関係会社の銀行借入等に対する保証債務（保証予約を含む） 281,643百万円

４．貸出極度額の総額 ※ 111,120百万円
貸出実行残高 28,450百万円
差引額 82,670百万円
※各社の財務状況と資金繰りを勘案し資金提供を行っており、必ずしも全額が貸出実行されるも

のではありません。

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 124,751百万円
短期金銭債務 109,751百万円
長期金銭債務 516百万円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
売上高 312,126百万円
仕入高 229,472百万円
営業取引以外の取引 108,630百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

当期末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 47,522,821株

税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

関係会社株式 58,065百万円
退職給付引当金 19,123百万円
賞与引当金 3,517百万円
その他 24,138百万円

繰延税金資産小計 104,842百万円
評価性引当額 △46,690百万円
繰延税金資産合計 58,152百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △24,934百万円
前払年金費用 △10,925百万円
圧縮記帳積立金 △5,206百万円
その他 △1,047百万円

繰延税金負債合計 △42,111百万円
繰延税金資産の純額 16,041百万円

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の

会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税
及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っておりま
す。
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関連当事者との取引に関する注記

種類 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

子会社
東レインターナショ
ナル株式会社

所有
直接 100％

営業取引
役員の兼任

製品等の販売
(注１)

231,417 売掛金 46,934

製品等の仕入
(注１)

114,724 買掛金 10,839

子会社
東レエンジニアリング
株式会社

所有
直接 100％

余剰資金の
預り
役員の兼任

余剰資金の
預り(注２)

－ 預り金 35,220

子会社 東レ建設株式会社
所有
直接 100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
(注３)

－
短期
貸付金

13,859

子会社 Alcantara S.p.A.
所有
直接 70％

債務保証
債務保証
(注４)

54,851 － －

子会社
Zoltek Companies,
Inc.

所有
間接 100％

債務保証
債務保証
(注４)

43,955 － －

子会社 Zoltek Zrt.
所有
間接 100％

債務保証
債務保証
(注４)

41,460 － －

子会社
Toray Composite
Materials America,
Inc.

所有
間接 100％

債務保証
債務保証
(注５)

34,360 － －

子会社
Toray Battery
Separator Film Korea
Limited

所有
直接 30％
間接 70％

債務保証
債務保証
(注４)

22,506 － －

子会社
Euro Advanced Carbon
Fiber Composites
GmbH

所有
直接 100％

債務保証
債務保証
(注６)

19,258 － －

子会社
Toray Plastics
(America), Inc.

所有
間接 100％

債務保証
債務保証
(注４)

17,587 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）製品等の販売・仕入については、市場価格等を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。
（注２）余剰資金の預りについては、市場金利を勘案して利率を決定しております。
（注３）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。
（注４）Alcantara S.p.A. 、Zoltek Companies, Inc.、Zoltek Zrt. 、Toray Battery Separator Film Korea Limited

及びToray Plastics (America), Inc. の借入につき、債務保証を行っております。
（注５）Toray Composite Materials America, Inc.のエネルギー供給契約に関する債務保証を行っております。
（注６）Euro Advanced Carbon Fiber Composites GmbH の製品供給契約に関する債務保証を行っております。

収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記 ５．収益及
び費用の計上基準」に記載のとおりです。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 553円39銭
２．１株当たり当期純利益 78円60銭
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